
年 月 日 提出

(各省各庁の長等) 殿

所属
部局

（

国からの給与所得のみ

国からの給与所得以外の所得等あり 納税申告書の写しにて報告（添付有）

兼業の場合 承認済

非該当

源泉徴収選択口座

株取引等報告書提出済

源泉徴収選択口座

所 得 等 報 告 書

所得金額（円） 備考欄

→　

基因となった事実

前年1年間を通じて本省審議官級以上の職員であった者）

雑 　 所  　得

（国公法第103条）

氏
名

官職

所　   得 　  名

総

合

課

税

事  業  所  得

不 動 産 所 得

利  子  所  得

給  与  所   得

配  当  所  得

報告する年の贈与等報告書
（報酬のみ）の合計金額との照
合済である。

一 時  所 得

譲 渡  所 得

国からの給与所得については、
記入を省略して差し支えない。

土地等の 所得
事業

雑

先物取引の 所得
事業・譲渡

雑

短期譲渡所得

長期譲渡所得

株式等の 所得

上場株式等の配当所得

事業・譲渡

雑

贈 与 税 の 課 税 価 額 円  職員と贈与者との関係：

（注）　「基因となった事実」欄には、「所得金額」欄に100万円を超える金額が記載された項に係る「基因となった事実」欄に限り所得の
　　　基因となった事実を記載する。

申

告

分

離

課

税

山 林 所 得


